
№２ 社団法人青い森農林振興公社

１ 法人の概要 （平成 23 年６月 1 日現在）

代表者職氏名 理事長 鳴海 勇蔵 県所管部課名 農林水産部構造政策課

設立年月日 昭和 46 年４月 13 日 基本財産 10,200 千円

主な出資者等

の構成

（出資等比率順位順）

氏名・名称 金額 出資等比率

青森県 5,100 千円 50.0％

弘前市 360 千円 3.5％

つがる市 340 千円 3.3％

青森市 260 千円 2.5％

十和田市 260 千円 2.5％

五所川原市 240 千円 2.4％

八戸市 220 千円 2.2％

東北町 200 千円 2.0％

青森県信用農業協同組合連合会 200 千円 2.0％

むつ市 180 千円 1.8％

組 織 構 成
区 分 人 数 うち常勤 備 考

理 事 １４名 １名 県ＯＢ１名

監 事 ２名 ０名

職 員 ５０名 ２３名 県派遣９名、県ＯＢ１名

業 務 内 容 農地保有合理化事業、分収造林事業、青森県酪農振興センターの管理運営

事業等

経営状況

（平成 22年度）

経常収益 2,342,755 千円

経常費用 2,419,310 千円

当期経常増減額 △76,555 千円

当期一般正味財産増減額 △75,628 千円

（その他参考）

県からの補助金 1,100,734 千円

県からの無利子借入金 22,686,351 千円

県からの受託事業収入 203,311 千円

県の損失補償 13,981,421 千円

２ 沿革

当法人は、昭和４６年４月に、農地保有合理化事業その他農業構造改善に資するための事業を実

施することにより、農業の健全な発展と農村経済の振興に資することを目的に「社団法人青森県農

村開発公社」として設立された。

その後、平成１５年４月に、財団法人青い森振興公社の分収造林事業及び林業労働力確保支援セ

ンター事業を承継するとともに、青森県酪農振興センターの管理運営を県から受託することとなり、

名称を「社団法人青い森農林振興公社」に変更した。

なお、青森県酪農振興センターについては、平成１８年４月から指定管理者制度が導入されてい

るが、当法人が指定管理者に指定され、引き続き管理運営を行っている。



３ 法人を取り巻く現状

当法人は、農業経営の規模拡大や農地の集団化等を促進する農地保有合理化事業や、森林資源の

整備に寄与してきた分収造林事業などを実施することにより、国や県の施策上、重要な役割を担っ

てきたところである。

このうち、農地保有合理化事業については、近年の農産物価格の低迷等により担い手農家が規模

拡大に慎重になっており、事業量が年々減少している状況にあることから、当法人の経営健全化を

図るためには、滞納小作料及び長期保有農地の発生防止・解消が大きな課題となっている。

また、分収造林事業については、木材価格低迷などにより、将来、県や日本政策金融公庫からの

借入金に対し、多額の償還財源不足が見込まれることなどが大きな課題となっていたことから、県

は、社団法人青い森農林振興公社経営検討委員会からの提言を踏まえ、平成２２年１２月に分収造

林事業の県への移管等を内容とする「社団法人青い森農林振興公社の経営改革の方向」を公表した。

現在、平成２５年４月の県移管を目指し準備を進めている。なお、移管後は、当法人は解散し、分

収造林事業以外の事業については、平成２３年１０月に新たな法人を設立し、平成２４年４月に同

法人に移管することとしている。

４ 点検評価結果

当法人の経営状況、業務執行状況等について点検評価を行ったところ、特に次の点について留意

する必要があると考える。

（１）農地保有合理化事業の滞納小作料及び長期保有農地の発生防止・解消

ア 法人の対応

滞納小作料及び長期保有農地の発生防止・解消に向けた取組について、昨年度から新たに実

施しているものはないが、これまでと同様、以下の取組を継続して実施し、滞納小作料及び長

期保有農地の発生防止・解消に努めている。

その結果、平成１８年度以降は、滞納小作料及び長期保有農地ともに、新規発生よりも解消

が多く、金額ベースで前年度よりも減少している。

(ｱ) 解消に向けた取組

滞納小作料については、現地駐在員を配置するなどして、滞納者に対する面談や巡回指導

による回収促進、法的措置、連帯保証人への督促などを実施している。

長期保有農地については、個々の経営状況に応じて、分割納入による売渡しや第三者への

売渡しなどを実施している。

(ｲ) 新規発生防止に向けた取組

内部審査会において、案件ごとに厳正な事前審査を行っているほか、事業枠の設定や保証

人・保証金制度の実施などのリスク対策を徹底し、新規発生の防止を図っている。

イ 委員会の意見等

滞納小作料及び長期保有農地については、発生防止・解消に向けた様々な取組により、着実

に減少しているものと認められることから、当委員会としては、当法人の取組を評価するもの

であるが、その額は依然として大きいため、今後も引き続き、滞納小作料及び長期保有農地の

解消と新規発生の防止に努め、経営の安定化に結びつけていただきたい。また、農地の価格は

依然として下落傾向にあることから、長期保有農地の処分に当たっては、たとえ売却差損を生

じたとしても、できるだけ早期に処分することを望むものである。

なお、当法人の経営を圧迫している滞納小作料や長期保有農地は、農地保有合理化事業を実

施する以上、不可避なものであって、制度に内在するリスクであるとも言える。担い手農家の

経営効率化を図る観点から、農地保有合理化事業が今後も非常に大きな役割を果たしていくも

のと判断される場合には、県は、当該リスクを穴埋めする仕組みづくりを国に働きかけるなど、



必要な対策を講じるべきであると考える。

（２）分収造林事業に係る県民負担縮小のための適切な対応

ア 移管計画の概要

(ｱ) 分収造林事業については、分収林の持つ地域経済の振興や公益的機能の発揮等、県民共通

の「公共財」としての性格を考慮して県が引き継ぐ。

(ｲ) 日本政策金融公庫に対する債務処理に当たっては、県民負担の最小化を図る観点から、平

成２５年度までの措置となっている第三セクター等改革推進債を活用する。また、県に対す

る債務処理に当たっては、当法人が所有する森林資産を県に代物弁済し、弁済額が債務額に

満たない場合、県は債権を放棄する。

(ｳ) 分収造林事業の分収割合については、県民負担を可能な限り軽減する観点から、県と契約

者の分収割合を現行の６対４から７.５対２.５を基本として変更協議を進める。

イ 県及び法人の対応

分収造林事業を県に移管するに当たって必要となる、当法人と土地所有者が締結している分

収造林契約の県への承継手続については、平成２３年１１月から当法人と県が共同で、契約者

に対する地区説明会の開催や個別説明を実施し、平成２４年度末を目標に契約に関する権利義

務を県が公社から引き継ぐことや分収割合の変更について契約者からの同意を得る。

分収造林事業の債務処理について、第三セクター等改革推進債を活用するに当たっては、当

法人の清算が必要であることから、平成２３年１０月に新法人（あおもり農林業支援セン

ター）を設立し、平成２４年４月から、分収造林事業以外の事業を引き継ぐこととする。

なお、分収割合の変更手続については、契約者の不利益となる内容であることから、移管前

までに全ての契約者からの同意を得ることについて困難が伴うものと予想されるが、仮に全契

約者から同意が得られない場合であっても、移管後において県が交渉を継続するため、移管手

続の進行に影響は与えないものである。

ウ 委員会の意見等

県では、分収造林事業の県への移管を発表した後、平成２５年４月の移管完了に向け、分収

造林契約の県への承継手続やあおもり農林業支援センターの設立等の必要な手続を順調に進め

てきており、平成２５年度までの措置となっている第三セクター等改革推進債の活用にも支障

はないものと認められることから、当委員会としては、これらの取組について評価するもので

ある。

なお、分収造林事業は、平成２５年４月に県に移管されることとなったが、当法人は、課題

を先送りすることがないように、県への移管完了前に、できる限り多くの契約者から分収割合

の変更等について承諾を得るよう処理を進める必要がある。



社団法人青い森農林振興公社

（参考）「平成２３年度青森県公社等経営評価シート」の点検結果

○ マネジメント

（１）経営理念、中期経営計画

（２）提言への対応状況

（３）事業内容等

（４）組織体制等

○ 財務

■ 総合評価の概要

総合評価 点検結果

○：概ね妥当
△：要改善 ○

・ 農地保有合理化事業の滞納小作料及び長期保有農地の発生防止・解消が着実に行われていること。
・ 分収造林事業の県への移管を始めとする経営改革の各取組が順調に実施されていること。
・ 平成２２年度の当期正味財産増減計算書によると、農村会計については７３,０７５千円の減少、森林会計については１６６千円の
減少、畜産会計については２,３８７千円の減少となっており、当法人全体では７５,６２８千円の減少となっていること。

評 価 項 目

評 価 項 目

効率的な業務運営、内部統制の充実を図る観点から、人員体制の見直しを行っているほ
か、県派遣職員の順次引揚げを行うなど、自立的な業務運営が図られている。
（評価→：◎十分に対応している。○：概ね対応している。△：改善する余地が多い。）

所管課評価

○

◎

○

○

公社等評価

評 価 項 目

実績との比較を踏まえた中期経営計画全般の達成状況について
（評価→◎：計画どおりである。○：概ね計画どおりである。△：計画と乖離が生じている。）

青森県公社等点検評価委員会の提言への対応状況について
（評価→◎：十分に対応している。○：十分に対応している項目が多い。△：十分に対応し
ていない項目が多い。）

評 価 項 目

経営環境の変化に対応するため、事業内容の見直しを行っており、実施している事業の
内容（事業実施手法を含む。）や規模は、費用対効果、社会的要請からみて適切である。
（評価→◎：適切である。○：概ね適切である△：改善する余地が多い。）

滞留債権（３ヶ月以上延滞している債権）は発生・増加していない。
（評価→◎：発生していない。または、前期より減少している。△前期より増加している。）

平成２２年度に掲げた経営者の経営目標の達成状況について
（評価→◎：目標どおり（目標以上）に達成している。○：概ね目標どおり達成している。
△：目標を達成していない。）

収入の確保、経費の削減が図られており、損益の状況は良好である。
（評価→◎：良好である。○：概ね良好である。△：改善を要する。）

資産の償却、各種引当などを適切に行っており、正味財産（資本）は増加傾向である。
（評価→◎：２期連続して増加している。○前期より増加している。△：前期より減少してい
る。）

経営状況及び業務内容を勘案して、常勤役員及びプロパー職員の給与は、妥当である。
（評価→◎：妥当である。○：概ね妥当である。△：改善の余地が多い。）

△

評 価 項 目

所管課評価

○

○

○

○

公社等評価

○

○

自立経営に向けて、運営費や人件費に対する補助金、無利子借入金及び施設使用料の
免除といった経営支援的な補助金等を受け入れていない。または、経営支援的な補助金
等の額は、前期に比べ低下している。
（評価→◎：受け入れていない。または、低下している。△：増加している。）

△

公社等評価

所管課評価

平成２２年度の主な事業に係る目標の達成状況について
（評価→◎：目標どおり（目標以上）に達成した。○：概ね目標どおり達成した。△：目標を
達成していない。（達成していない項目が多い。））

△

○

○

点検結果

点検結果

○

所管課評価

公社等評価

○

点検結果

○

点検結果

◎ ○

○

○

○

所管課評価

○

△

公社等評価

○

点検結果

○

◎

△

経営状況及び業務量から勘案して、常勤役職員の数は、妥当である。
（評価→◎：妥当である。○：概ね妥当である。△：過不足を生じている。）


